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～受講者の皆さまへ～

本テキストは、不動産実務検定２級の認定講座を受講される皆さまのために、不動産実務のスペシャ
リストである選りすぐりの執筆陣が執筆・編集したものです。講義を受講し、宿題などを行うことに
より、学習効果をさらに高め、学力が向上するように制作いたしました。本書を十分活用し、不動産
実務検定に合格されることを期待いたします。

本テキストと認定講座

認定講座では必ず本テキストにより受講してください。本テキストを使用しない講座は認定講座とな
らず修了試験を受験することはできませんのでご注意ください。

講座履修後、修了試験を受けて合格すると一般財団法人日本不動産コミュニティー（J-REC）が認定
する資格者となることができます（要申請手続）。

活用法

本テキストは、皆さまに予習教材、講義用教材、復習・整理用教材などとして幅広く有効に使ってい
ただけるように構成されています。より学習効果をあげるため必ず講義を受講するのはもちろんのこ
と、適宜メモを書き込むなどして実務にも活用してください。

右欄の凡例

 ：本文よりの引出し解説
 ：重要事項を抜粋
 ：注意事項の要点
 ：本文の補足説明
 ：より理解を深められるように参考を抜粋
 ：用語解説

◀

は じ め に

© J-REC



            ～不動産実務検定  の範囲と前提～

認定講座テキスト、認定試験、練習問題等の記載及び出題については、以下の前提に基づいており
ます。

（１）2022（令和 4）年 1月１日現在の法令、ガイドライン、各種判決事案、実務等に基づいていま
す。これらは今後予告なく変更されることがありますので、ご注意ください。

（２）日本における不動産（土地建物など）の基礎知識と不動産賃貸経営の実務について、一般財
団法人日本不動産コミュニティー（J-REC）が妥当と考えるところを記載・出題しています。
　不動産に関する基礎知識の普及を目的として、わかりやすさを重視して記載しておりますので、
一部で用語の厳密さや要件を省いております。内容には十分に注意を払っておりますが、J-REC は
内容の正確性及び完全性に関して責任を負うものではありません。特定の投資方法、特定個別の商
品や事業者の利用を推奨するものではありません。個別事案の実行はあくまで当事者の責任のもと
で実行してください。

（３）法律、税務、建築などの各分野の個別事案に対する適用につきましては、弁護士、税理士、
建築士などの専門家に相談、確認することをお奨めします。法律だけでなく、自治体により条例で
定められている内容も異なりますので、こちらにも十分な注意が必要です。

（４）用語や定義については、一般的に妥当と思われる用語や定義を使用しています。しかし高齢
者住宅、シェアハウスなど、発展しつつある分野では、用語の定義も確定していないものもありま
すので、ご注意ください。また、分野や法律によっては、用語の定義が異なるケースもありますの
で、ご注意ください。

（５）日本における全ての不動産を対象としていますが、テキストは賃貸経営の一般的形態である、
個人の貸主（オーナー）が行うアパート・マンションなどの居住用の賃貸を中心に記載しています。
法人が貸主となった場合や、事務所・店舗などの事業系賃貸は、これとは法律、税務、実務などで
異なるところがありますので注意が必要です。詳しくはテキストに記載していますのでご参照くだ
さい。なお、認定試験や練習問題は、特に記載のない場合は、個人の貸主が行う居住用の賃貸経営
を前提にご解答ください。

（６）建物賃貸借については、認定試験や練習問題は、定期借家契約などと特に記載のない場合は、
普通借家契約として解答ください。
　なお、普通借家契約が現在においては一般的であるためにこのように取り扱っておりますが、
J-REC としては、普通借家契約を標準的な契約形態として推奨しているわけではありません。むし
ろ今後の契約形態としては、定期借家契約が一般的には望ましいものと考えております。詳細はテ
キスト本文をご参照ください。また、借地借家法については、いわゆる旧法（借地法、借家法）が
適用されるケースがあります。実務上、旧法の適用が一般的である場合は、旧法に基づいて記載し
ております。
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◀  出典:高齢社会白書
（2016年版）

５ 入居者の多様化

（１）高齢者

　普通のアパートに高齢者が一人で入居したい。そんな入居希望者が現れたらど
うしますか。一般的なオーナーの場合お断りすることがよくあります。万が一孤
独死となって発見が遅れたりした場合の損害が恐ろしいからです。また、家賃の
支払い能力の不安もあります。さらに、管理会社も断る傾向があります。面倒ご
とを引き受けてもオーナーからの報酬は増えないからです。
　しかし、少子高齢化で若年層の人口は少なくなる一方で高齢者の人口は右肩上
がりです。「リスクが分かっているなら対処できる」と積極的に引き受けるオーナ
ーもいます。
　ここでは、高齢者の入居に必要な知識としてどのような高齢者は入居してもよ
いのか、特別な設備が必要なのか、特別な契約形態やルールは必要なのか、など
を解説します。なお、前提として高齢者向けに建てられていない一般のアパート
などの賃貸住宅で不動産管理会社に管理委託をしていることを想定します。また、
高齢の単身者を想定し子どもと同居する場合は除外しています。

① 高齢者のニーズ

　高齢者だけの単身・夫婦世帯は、2020年に1,245万世帯と高齢者の約半数を占
めると予想されています。しかし、単純に高齢者が賃貸住宅に住み替えるニーズ
があると考えるわけにはいきません。なぜなら、60代後半で持ち家率が79.8%あ
り、そのうち64.1%が自宅に住み続けたいという統計もあるからです。

■自分が虚弱化した時に望む居住形態（60歳以上対象）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、高齢者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世帯が増えてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　きますので、広
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　すぎる自宅から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子どもの近所の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賃貸住宅に引っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　越したり、賃貸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅に住んでい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る高齢者が引っ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　越したりする数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が増加すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は間違いはあり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ません。
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② 高齢者の入居基準を作成する

１）高齢者の分類
　高齢者と言っても様々です。まずは入居申込書を確認します。このとき、単純
に年齢で入居判断をするのではなく、次の５つの基準を参考に入居基準を事前に
作成しておくとスムーズです。この入居基準は管理会社と相談しながら作成しま
す。なぜなら、実際に高齢者に何か問題が起きたときに対応するのは管理会社だ
からです。こうしておくことで、実際に入居希望の高齢者が現れたときにスムー
ズに判断できます。せっかくの入居希望者です。迅速に対応することで入居して
いただきたいものです。

基準１.　自立しているか・介護が必要か
　まず、要介護の高齢者はお断りします。要介護の場合は、一般的な賃貸住宅で
はなく施設や高齢者用住宅の受け持ちです。ただしファミリータイプの賃貸住宅
で家族と同居なら前向きに検討して良いでしょう。
　一方、要支援の高齢者はケースバイケース。例えば訪問介護サービスを利用す
ることで生活できるのなら、サービス内容や家族が近所にいるのかなどを考慮し
ます。

基準２.　働いているか・働いていないか
　働けるほど元気ならほぼ自立していると判断して大丈夫です。健康上などの問
題が出た時には勤務先の方で気づくこともあるでしょう。年金生活より収入も多
いなら家賃の支払い能力で断る理由はなくなります。一方で働いていなくても資
産や年金収入を確認することで家賃支払の資力があるかどうかを確認できれば十
分です。

基準３. 　家族は近距離にいるか・遠距離か
　近所に家族がいて本人と交流があるなら、孤独死や家賃滞納、不良入居者化の
際に協力が得られリスクが軽減されます。ただし、家族と同居しない理由につい
ては確認しておきましょう。

基準４. 　近隣に友人知人がいる・いない
　家族同様に交流のある友人知人がいるなら、孤独死が早期発見できることがあ
るのでリスクが軽減します。ただし、家賃滞納や不良入居者化したときの対応の
協力はあまり望めないと思ったほうがいいでしょう。

基準５. 　住み替えの理由は問題ないか
　もしも問題があっても同居する家族がいるならリスクは小さくなります。この
場合は、同居する家族を借主として賃貸借契約を締結するのが良いでしょう。
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２）入居した高齢者の具体例
　実際に高齢者として入居した方の代表的なケースを紹介します。実際には物件
の状況や場所によっても対応は異なります。あくまでモデルケースとして参考に
してください。

ケース１　健康で働いている独身高齢男性
基準１.　自立している
基準２.　働いている
基準３.　家族は近距離にいる
基準４.　近隣に友人知人はいない
基準５.　住み替えの理由は仕事の都合

　通常の独身男性として入居審査をして問題ないなら賃貸借契約を締結しても大
丈夫です。念のため家族の連絡先は確認しておきます。更新時にも忘れずに家族
の連絡先を確認しましょう。

ケース２　健康上の不安から子どもの住まいの近くに住み替えたい独身高齢女性
基準１.　要支援（介護サービス利用）
基準２.　働いていない
基準３.　家族は近距離にいる
基準４.　近隣に友人知人はいない
基準５.　子ども住まいの近くに住み替えたい（夫とは死別）

 このケースは契約者を子どもとして入居者を母親とします。身内の方が近距離
にいるのでそれほど心配は必要ありません。
　ただ、身内の方が多忙でなかなか面倒を見られないのなら、見守りサービスな
どを紹介してあげたいところです。

ケース３　数十年住んでいたアパートの建替で住み替える独身高齢男性
基準１.　要支援（介護サービス利用）
基準２.　働いていない
基準３.　家族は近距離にいる
基準４.　近隣に友人知人はいない
基準５.　今の住まいの建替による退去 

　このケースは要注意です。まず介護サービス事業者の連絡先を確認します。介
護サービス事業者と連携することで入居者の状況を確認しやすくなります。契約
者を子供にし入居者を父親本人として、家族が責任を持って対応することを明確
にします。
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③ 高齢者入居のリスクと対応

１）高齢者入居のリスクの種類
　高齢者入居のリスクは、大きく３種類あります。

　１. 　孤独死リスク
　２. 　家賃滞納リスク
　３. 　不良入居者化リスク

　家賃滞納リスクは、家賃が未払いとなることです。例えば収入が年金収入だけ
で貯金もわずかしかないような場合に注意が必要です。高齢者は次の移転先を見
つけるのが困難なので、滞納しても立退きが難しいことがあります。
　孤独死リスクは、室内で死亡して長い間発見されずにいると起こる損害のこと
です。病気や室内の事故で死亡して数日放置されると、匂いや体液や害虫などの
影響で原状回復工事が高額になります。また、孤独死があったことが告知事項と
なるため敬遠される物件となり、通常の家賃で次の募集ができなくなるなどの影
響が出ます。
　不良入居者化リスクとは、近隣住民とトラブルになることです。例えば耳が遠
いのでテレビなどの音量が大きくなり近隣からうるさいとクレームになることが
あります。
 
２）リスク対応の種類
　リスクマネジメントの手法には、３種類あります。それは、軽減・回避・転嫁
の３つです。

　１.　 軽減：損害が発生しても影響が小さくなるようにすること
　２. 　回避：そもそも被害が起きないようにすること
　３. 　転嫁：被害の損害を他者に肩代わりしてもらうこと

　続いて、高齢者入居のリスクと対応について解説します。

３）孤独死リスクと対応
　孤独死に伴う４つのリスクと、それぞれの対応方法を解説します。

１.　事故物件化
　まずは、事故物件として次の入居募集時に影響があります。
　特に死後腐敗が進むほど発見が遅れた場合は、匂いや害虫、警察の来訪などに
よって近隣住民が事故を認識します。すると次の入居者に噂話で伝わることにな
ります。そこで事前に孤独死があった事実を伝えてから賃貸借契約を締結するこ
とになります。こうした物件は敬遠されますので、空室期間が長くなったり家賃
を下げて募集したりすることになります。
　なお、告知する必要があるのは入居者の死後数日経過して発見されたような場
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合です。救急車で病院に搬送された後に亡くなった場合まで告知する必要はあり
ません。
　また、2021年には「事故物件等に関するガイドライン」が国土交通省より出
ています。詳しくは「３.賃貸経営に関わるリスクへの対処法」で解説していま
す。

２.　原状回復費用
　死後腐敗が進むほど発見が遅れた場合は、体液が床に染み込む事で強烈な匂い
が残ります。この匂いは通常の清掃では取り除くことができませんので、一般的
なリフォーム会社は業務を引き受けません。これは「特殊清掃」と呼ばれる業務
となります。当然、通常の清掃ではなくリフォームも床材なども総交換となり高
額になります。一般的なワンルーム物件でも、100万円程度は見込んでおく必要
があります。原状回復工事の期間も長くなるので、この間の家賃の機会損失もあ
ります。

３.　葬儀費用
　亡くなられた入居者に身内がいない場合、葬儀の手続きや費用の問題が発生し
ます。手続きを誰が行うのかが問題となりオーナーが行う場合もあります。（そ
の他生活保護者であればケースワーカー、民生委員がいれば民生委員が担当する
ことも）。
　戸籍法の第87条では届出をしなければならない提出義務者として高い順番か
ら以下の様になっています。

　１.　同居の親族
　２.　その他の同居者
　３.　家主、地主又は家屋もしくは土地の管理人

　また、「提出できる」として認められているのは、

　・ 同居の親族以外の親族
　・ 後見人、保佐人、補助人及び任意後見人

　これ以外の立場の人は、死亡届を提出できないとされています。

　費用は原則として身内が負担します。身内がいない場合は行政が負担します。
ですが一時的な立替えが必要なことがあります。行政と相談しながら進めていく
ことになります。

４.　残存家財
　亡くなられた入居者の家財を、誰がどのように片付けをするのかの問題があり
ます。ご家族など身内がいればその方にお願いします。片付け期間中も家賃を請
求できます。なぜなら、賃貸借契約も相続の対象となるからです。
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